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営 業 報 告 書

平成１７年４月 １ 日から
( )
平成１８年３月３１日まで

１．営業の概況
(1) 営業の経過および成果

はじめに合併につきましては、去る平成１７年６月の定時株主総会においてご

承認頂きました合併契約書により、当社と立山開発鉄道株式会社は、平成１７年

１０月１日滞りなく合併いたしましたので、ご報告申し上げます。

続いて、平成１７年度の営業概況についてご報告申し上げます。

当期の我が国経済は、原油価格の動向による経済不安が一部に見られたものの、

企業収益の改善や需要拡大による設備投資の増加を背景として、個人消費は回復

の傾向を示し、また未だ厳しさが残る雇用情勢にあっては、やや改善に広がりが

見られる等、景気は緩やかながら回復基調に推移して参りました。

観光業界におきましては、愛知県で開催された万博「愛・地球博」を中心に、

東海圏を取り巻く観光地間との関連ツアー商品の販売が、好調に推移した年でし

た。

このような情勢のもとで、当期の立山黒部アルペンルートは、前年同様４月

１０日に、富山側は立山～弥陀ヶ原間、大町側は信濃大町～室堂間において、営

業を再開いたしました。

また、全線での営業再開は、前年同様４月１７日に富山～信濃大町間で営業を

再開し、１１月３０日まで営業いたしました。

特に当期は、全線開通のオープニングイベントとして恒例になりました「立山

・雪の大谷ウォーク （４月１７日～４月３０日）に引き続き 「雪の壁散策」イ」 、

ベント（５月６日～５月３１日）には、国内はもとより海外からの訪日団体も多

く訪れる等、好評に推移いたしました。

また、国の「ビジット・ジャパン・キャンペーン」事業と、富山県の台湾・韓

国・中国からの誘致招聘事業とも連携した積極的な海外宣伝活動を行い、富山空

港を利用するチャーター便ツアー商品の販売に努めた結果、これが功を奏し、今

シーズンの海外からの入り込み客は、台湾を中心として伸長し、前年を大きく上

回る結果となりました。

しかしながら、国内旅行客が「愛・地球博」を中心にシフトしたことや、夏の

最盛期にアルペンルートの麓、立山山麓周辺において局地的な集中豪雨が発生し

たため、立山ケーブルカー沿線の土砂崩れを始め、立山駅に至る鉄道や県道が寸

断されました。加えて８月の各週末は曇天続きという異常気象が重なり、本年の

盛夏期は、近年にない低い成績となりました。その後、９月下旬から始まった紅

葉の見頃期間が、例年に比べ長く続き、紅葉期以降は、前年に比べ順調に推移い

たしましたが、今シーズン全体を通し前年を下回る成績で終了いたしました。

以上により、当期の富山側入込人員は５１８千人（対前年９６％ 、大町側入込）

人員は４９８千人（対前年１００％ 、合計１,０１６千人（対前年９８％）とな）

りました。これを通り抜け客と往復客に分けますと、通り抜け客は５５６千人
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（対前年１０２％)、往復客は４６０千人（対前年９３％）となりました。

これにより当社区間（立山～黒部湖間）の輸送人員は、鋼索鉄道線（立山ケー

ブルカー）１９６千人、自動車線２０８千人、無軌条電車線７７０千人(対前年

１０２％）、普通索道線８１０千人（対前年１０１％）、鋼索鉄道線（黒部ケーブ

ルカー）８３５千人（対前年１０１％）となりました。

この結果運輸収益は、鋼索鉄道線６億５９百万円、自動車線２億８７百万円、

無軌条電車線１２億６５百万円（対前年１００％）、普通索道線７億９６百万円

（対前年１００％）となり、これに構内販売その他事業収益７億８９百万円を加

えた収益合計は３７億９８百万円となりました。

宇奈月国際ホテルにつきましては、運輸事業同様、「愛・地球博」の影響により、

４月～９月の宿泊客数は前年を大きく下回り、万博終了後の１０月、１１月は紅

葉シーズンとも相まって前年を上回る成績で推移しましたが、冬期に入り、例年

にない大雪の影響で客足が伸びず、前年を下回る結果で終了しました。

その結果、当期の宿泊人員は２９,６１０人（対前年８９％ 、営業収益は６億）

７０百万円（対前年８９％）となった次第であります。

以上全事業の営業収益は４４億６９百万円となり、営業外収益５９百万円を加え

た総収益は４５億２９百万円となりました。

次に営業費につきましては、経営全般にわたる効率化に一層努めましたが、人

件費、経費、減価償却費と諸引当金を合わせた営業費合計は４４億６２百万円と

なり、これに営業外費用５９百万円を加えた費用合計は、４５億２１百万円とな

りました。

以上により、当期の経常利益は７百万円となり、これに特別損失として投資有

価証券評価損３億５０百万円、減損損失１億９８百万円ほか計５億６３百万円を

計上し、法人税並びに税効果会計による法人税等調整額を加減して、当期純損失

４億４９百万円を計上することとなりました。

部門別営業成績は次のとおりであります。

なお、当期の営業成績につきましては、平成１７年１０月１日に合併いたしま

したので、上期業績（合併前）と下期業績（合併後）を合計したものを掲載して

おります。

運輸営業成績表（平成 年度）１７

前年比 前年比項 目 自動車線鋼索鉄道線 前年比 無軌条電車線

(立山ｹｰﾌﾞﾙｶｰ) % % %(立山高原ﾊﾞｽ等) (立山ﾄﾝﾈﾙﾄﾛﾘｰﾊﾞｽ)

営 業 キ ロ 程 キロ 1.3 － 82.5 3.7 100－

営 業 日 数 日 － 168 － 235 10061

196,625 208,800 102旅客輸送人員 人 － － 770,460

112,758 － 272,830 － 1,259,770 100旅客運輸収入 千円

1,464 － 14,560 － 6,052 267運 輸 雑 収 千円

114,223 － 287,391 － 1,265,822 100収 益 計 千円

4,527 － 168,421 － 114,885 107車両走行キロ キロ
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前年比項 目 鋼索鉄道線普通索道線 前年比

(立山ﾛｰﾌﾟｳｪｲ) % (黒部ｹｰﾌﾞﾙｶｰ) %

営 業 キ ロ 程 キロ 1.7 100 0.8 100

営 業 日 数 日 235 100 235 100

旅客輸送人員 人 101 101810,722 835,029

旅客運輸収入 千円 99792,314 100 542,541

4,210 225 2,824 226運 輸 雑 収 千円

796,525 100 545,366 100収 益 計 千円

42,180 104 16,442 102車両走行キロ キロ

【営 業 期 間】

鋼 索 鉄 道 線(立山ｹｰﾌﾞﾙｶｰ） 平成17年10月１日～平成17年11月30日

※立山開発鉄道㈱含む営業期間 平成17年4月10日～平成17年11月30日

自 動 車 線

弥 陀 ヶ 原 線 平成17年10月1日～平成17年11月30日

※立山開発鉄道㈱含む営業期間

平成17年4月10日～平成17年11月30日（美女平～弥陀ヶ原間）

平成17年4月17日～平成17年11月30日（弥陀ヶ原～室堂間）

称 名 滝 線 平成17年10月1日～平成17年11月６日

※立山開発鉄道㈱含む営業期間 平成17年4月28日～平成17年11月６日

富山～立山高原線 休 止

極 楽 坂 線 平成17年12月15日～平成18年３月31日

平成17年12月15日～平成18年３月31日立山自然の家～粟巣野線

無 軌 条 電 車 線 平成17年４月10日～平成17年11月30日
普 通 索 道 線 平成17年４月10日～平成17年11月30日
鋼 索 鉄 道 線(黒部ｹｰﾌﾞﾙｶｰ) 平成17年４月10日～平成17年11月30日

構内販売その他営業成績表（平成 年度）１７

構内営業 前年比% 賃貸収入 前年比%項 目

千円 754,662 － 35,000 －営 業 収 益

【営 業 期 間】

美 女 平 ・ 立 山 構 内 営 業 平成17年10月１日～平成17年11月30日

※立山開発鉄道㈱含む営業期間 平成17年４月10日～平成17年11月30日

大 観 峰 ・ 黒 部 平 構 内 営 業 平成17年４月10日～平成17年11月30日

冬期レストラン営業（ｾﾝﾄﾗﾙﾊ゚ ｸーﾚｽﾄﾗﾝ） 平成17年12月15日～平成18年３月12日

(注) 1. 極楽坂パークレストランは、平成13年４月１日以降営業を休止いたしております。

2. 賃貸収入は、立山貫光ターミナル㈱へ経営委託している、弥陀ヶ原ホテル建物の収入であります。

ホテル営業成績表（平成 年度）１７

宇奈月国際ホテル 前 年 比項 目

365 100 %営 業 日 数 日

29,610 89宿 泊 人 員 人

81 90一 日 平 均 宿 泊 人 員 人

670,578 89営 業 収 益 千円

521,441 90基 本 利 用 千円

41,832 87追 加 飲 食 千円

34,224 81施 設 利 用 千円

64,684 93売 店 千円

8,394 83そ の 他 千円

1,837 89一 日 平 均 営 業 収 益 千円

【営 業 期 間】 平成17年４月１日～平成18年３月31日
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(2) 設備投資および資金調達の状況

当期中に実施いたしました設備投資の総額は、４億６６百万円であり、所要資

金は自己資金および金融機関からの借入により賄いました。

その主なものは、次のとおりであります。

立山ケーブルカー線落石対策工事

美女平駅舎再整備工事

雷殿横坑覆工工事

立山ロープウェイ雷対策工事

(3) 当社の対処すべき課題

観光業界におきましては、緩やかながら景気回復の兆候があるものの、実感が

乏しく、依然として厳しさが残る状況にあり、関係事業者といたしまして、今後

の観光客動向を注視して参りたいと存じます。

その中で、当社は立山黒部アルペンルートにおいて運輸、宿泊施設を運営して

いる各社と一体となって、国内においては、大都市圏を中心とした積極的な誘客

を図ると共に、東アジアを中心とした海外客誘致に努め、下記の課題に取り組ん

で参る所存であります。

① 平成１７年６月の定時株主総会においてご承認頂きました合併契約書により、

当社と立山開発鉄道株式会社は、滞りなく平成１７年１０月１日に合併いたし

ました。

合併によるメリットを生かし、富山県を代表する観光地「立山黒部アルペン

ルート」ブランドの確立と、これまで同様、中部山岳国立公園立山の自然保護

と環境保全に全力を傾注し、国際山岳観光ルートとしての誇りを持って、富山

県を始めとする周辺経済の振興にも寄与し、株主の皆様のご期待に沿うべく、

企業価値を高めるよう一層の努力を重ねて参る所存であります。

② 本年も昨年同様、４月１０日に大町側は信濃大町～室堂間で営業再開しまし

た。しかしながら、開通日前日の４月９日に、富山側の立山ケーブルカー沿線

で落石が発生したため、立山～弥陀ヶ原間の営業再開が３日遅れの４月１３日

となりました。

本年は、例年に比べ積雪が多く、高原バス道路の除雪にも多くの日時を費や

しましたが、関係行政機関並びに関係団体のご協力によって、予定通り昨年同

様４月１７日に全線で営業再開となりました。

本年も早期開業にあたっては、立山一帯の厳冬期における観光旅客の安全と、

立山黒部の自然保護・環境保全に対するご理解と周知徹底に万全を期して参り

ましたが、これからも、観光と自然保護・保全との調和を図り、関係機関と連

携して、立山黒部の大自然を広く紹介して参りたいと存じます。

③ 駅構内では、それぞれ売店営業を展開しておりますが、地域の特色を生かし、

また旅客ニーズにあった商品開発と共に、売り上げのベスト商品紹介により、

旅行客が満足できる商品作りに努めて参ります。

④ 海外客誘致につきましては、国の観光立国行動計画に沿った「ビジット・

ジャパン・キャンペーン」事業と、富山県の海外客招聘事業とも連携し、東ア
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ジア、特に台湾・韓国・中国からの観光客が安心して訪れることができる観光

地としての整備を進め、立山黒部アルペンルート沿線施設における旅客への案

内表記につきましても、母国語の表記を含め、整備充実を図って参りたいと思

います。

今後、韓国、中国にも早期に拠点作りを進め、旅行商品の開発に取り組んで

参りたいと存じます。

⑤ 当社は、かねてより立山～扇沢間において、ルート内におけるコンピュー

ターのオンライン化を目指して参りましたが、ようやく昨年（平成１７年４

月）から立山～扇沢間の全線で情報を一元化する設備が整いました。（関西電力

トロリーバスのシステムと接続）

これから更に、両社が連携を密にして、情報の共有化と一貫した運輸の旅客

サービスの向上を図り、信用と信頼、そして満足と納得の頂ける国際山岳観光

地として、安全な輸送体制・整備構築に向け、努力して参りたいと存じます。

⑥ 当社の責務は「輸送の安全」と「安全な運行」にあります。また、同時に各

施設の安全確保につきましても、日常点検と整備に万全を期し、旅客に安心・

信頼・満足してご利用頂けるよう万全を期して参ります。

⑦ 宇奈月国際ホテルにつきましては、既に開業から１９年が経過しており、引

き続き施設の改修とサービス改善に努めると共に、経営の効率化による収益性

向上を図り、早期における経営基盤強化と、宇奈月温泉発展のため、今後とも

周辺事業者との協力体制に万全を期して参りたいと思っております。

本年、立山黒部アルペンルートは全線開業３５周年を迎えます。これからも、

創業以来一貫して掲げております「安全確保」と「大自然の保護保全」という命題

につきましても、更なる改良改善に努め、快適安全で環境に優しい「立山黒部ア

ルペンルート」を目指し、地域の振興に寄与して参りたいと考えております。

今後ともより一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

(4) 営業成績および財産の状況の推移

第３９期 第４０期 第４１期 第４２期(当期)
区 分

(平成14年度) (平成15年度) (平成16年度) (平成17年度)

営 業 収 益 ( ) 3,974,933 4,403,749 3,984,580 4,469,569千 円

当期純利益(損失) ( ) 198,803 225,348 209,587 △449,140千 円

23円89銭 27円8銭 25円19銭 △51円2銭１株当たり当期純利益(損失)

総 資 産 ( ) 10,734,788 10,616,334 11,149,339 14,294,496千 円

（平成 年 月 日現在）２．会社の概況 １８ ３ ３１

(1) 事 業 内 容

当社は、立山黒部アルペンルートにおいて鉄道事業法および道路運送法による運

輸事業並びに構内販売事業を、また黒部峡谷宇奈月温泉においてホテル事業を行っ

ております。
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鋼 索 鉄 道 事 業 立 山～美 女 平 間 1.3km(立山ケーブルカー)

美 女 平～室 堂 間 23.0km一般乗合自動車運送事業 ( 立 山 高 原 バ ス )

富 山～室 堂 間 69.7km
立 山～粟 巣 野

間 8.8km極 楽 坂～立 山

～粟 巣 野 間 8.4km立山自然の家

立 山～称 名 滝 間 7.1km

無 軌 条 電 車 事 業 ｽ 室 堂～大 観 峰 間 3.7㎞( )立山トンネルトロリーバ

普 通 索 道 事 業 大 観 峰～黒 部 平 間 1.7㎞( 立山 ﾛ ｰ ﾌ ﾟ ｳ ｪ ｲ )

鋼 索 鉄 道 事 業 黒 部 平～黒 部 湖 間 0.8㎞(黒部ケーブルカー)

構 内 販 売 事 業 立山､美女平､大観峰､黒部平、ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸﾚｽﾄ( 売 店・食 堂 )

ﾗﾝ､極楽坂ﾊﾟｰｸﾚｽﾄﾗﾝ
ホ テ ル 事 業 客室数６４室、宿泊収容人員３０４名(宇奈月国際ホテル)

（注）極楽坂パークレストランは、平成13年4月1日以降営業を休止しております。

(2) 事 業 所

名 称 所 在 地

富山市桜町一丁目１番３６号本 社

富山県中新川郡立山町芦峅寺室堂室 堂 運 営 所

富山県中新川郡立山町芦峅寺美女平立 山 運 営 所

富山県中新川郡立山町芦峅寺千寿ケ原立 山 バ ス セ ン タ ー

富山市本宮セントラルパークレストラン

富山市原極楽坂パークレストラン

富山県黒部市宇奈月温泉７－２６宇 奈 月 国 際 ホ テ ル

富山市稲荷園町２－３４立 山 黒 部 営 業 本 部

千代田区四番町４－９ 東越伯鷹ビル１Ｆ立 山 黒 部 東 日 本 営 業 所

名古屋市中区栄４－１－１ 中日ビル１０Ｆ立 山 黒 部 東 海 営 業 所

立 山 黒 部 西 日 本 営 業 所 Ｆ大阪市西区靱本町１－９－１５ 近畿富山会館４

長野県大町市五日町３２２６－２立 山 黒 部 大 町 営 業 所

(注)極楽坂パークレストランは、平成１３年４月１日以降営業を休止いたしております。

(3) 株 式 の 状 況

① 会社が発行する株式の総数 13,111,668株

② 発 行 済 株 式 の 総 数 9,291,668株

③ 株 主 数 1,514名

④ 大 株 主(上位７名)

当社への出資状況 当社の当該株主への出資状況
株 主 名

持 株 数 議決権比率 持 株 数 出資比率

富 山 地 方 鉄 道㈱ 2,223千株 24.9％ 3,404千株 10.9％

富 山 県 1,600 17.9 - -

北 陸 電 力㈱ 591 6.6 - -

関 西 電 力㈱ 575 6.4 - -

㈱ 北 陸 銀 行 416 4.7 - -

㈱ 416 4.7 - -みずほコーポレート銀行

関 電 不 動 産㈱ 410 4.6 - -
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(4) 自己株式の取得、処分等および保有の状況

① 取得した株式

普通株式 19,236株
取得価額の総額 23,083,200円

② 処分した株式

普通株式 11,600株
処分価額の総額 13,920,000円

③ 失効手続をした株式 該当事項はありません。

④ 決算期末において保有する株式 普通株式 7,636株

(5) 従業員の状況

区 分 従業員数 平均年齢 平均勤続年数

男 子 248名 40.6歳 17.3年

女 子 51 35.2 11.5

合 計 299 39.6 16.4

(6) 企業結合の状況

① 重要な子法人等の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

立山貫光ターミナル㈱ ホテル業900,000 71.1％千円

89.9％
商品販売、貨物自動車事業等立山黒部サービス㈱ 100,000千円

(24.9%)

(注) 議決権比率の（ ）内の数字は間接所有割合（内数）であります。

② 企業結合の経過

当社は、創業目的、事業運営を共有する立山開発鉄道株式会社を平成１７年１０月１日付け
で吸収合併いたしました。

③ 企業結合の成果

当連結会計年度の売上高は６,５９０,４５６千円となりました。また経常損失は９９,２３０
千円、当期純損失は５８２,２０８千円となりました。

(7) 主要な借入先

借入先が有する当社の株式
借 入 先 借 入 額

持 株 数 議決権比率

日 本 政 策 投 資 銀 行 1,332,880 - 千株 - ％千円

㈱ 北 陸 銀 行 1,059,650 416 4.65

㈱ 981,150 416 4.65みずほコーポレート銀行

㈱ 新 生 銀 行 417,000 - -

㈱ 富 山 第 一 銀 行 334,700 10 0.11

㈱ 八 十 二 銀 行 105,300 60 0.67
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(8) 取締役および監査役

氏 名 会社における地位・担 主な職業当

代表取締役社長中 村 憲 史

専務取締役間 坂 通 夫

常務取締役経理部長河 合 哲

富山県知事石 井 隆 一 取締役

北陸電力㈱相談役山 田 圭 藏 取締役

㈱北陸銀行取締役頭取髙 木 繁 雄 取締役

関西電力㈱常務取締役小 笹 定 典 取締役

富山地方鉄道㈱取締役社長桑 名 博 勝 取締役

富山市長森 雅 志 取締役

大町市長腰 原 愛 正 取締役

東越興業㈱取締役社長佐 伯 元 子 取締役

㈱みずほ銀行丸の内中央支店第二部部長竹 上 讓 二 取締役

取締役企画部長・物販事業本部長松 本 寛

取締役宇奈月国際ホテル総支配人松 岡 彰

取締役立山黒部営業本部長髙 田 一 仁

取締役総務部長佐 伯 博

取締役運輸事業部長村 井 宏 光

常勤監査役杉 田 紀 実

富山県出納長塚 原 鐵 二 監査役

監査役大 辻 進

富山電気ﾋﾞﾙﾃﾞｲﾝｸﾞ㈱取締役社長金 井 昌 一 監査役

監査役桜 木 竜 朔

（注）１．監査役 塚原鐵二氏、大辻 進氏および金井昌一氏は、株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。

２. 当年度中に退任した役員

取 締 役 中 沖 豊 平成17年６月28日

監 査 役 澤 合 敏 博 平成17年６月28日

(9) 会計監査人に対する報酬等の額

① 当社および子法人等が支払うべき報酬等の額の合計額 19,200千円

② ①の合計額のうち、財務諸表の監査、証明業務の対価
として支払うべき金額の合計額 19,200千円

③ ②の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人とし
ての報酬等の額 12,700千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法
律」に基づく監査と証券取引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、③の金額には証券
取引法に基づく監査の報酬等を含めております。
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貸 借 対 照 表
平成１８年３月３１日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 1,323,646 流 動 負 債 1,358,351
現 金 ・ 預 金 750,046 支 払 手 形 65,301
未 収 運 賃 9 短 期 借 入 金 978,120
売 掛 金 6,943 買 掛 金 19,787
未 収 金 113,453 未 払 金 131,082
短 期 貸 付 金 116,000 未 払 費 用 27,554
有 価 証 券 2,998 未 払 法 人 税 等 7,363
商 品 19,785 預 り 金 5,976
飲 食 材 料 品 10,342 前 受 金 45
貯 蔵 品 100,814 賞 与 引 当 金 123,119
前 払 金 6,374

固 定 負 債 4,074,586繰 延 税 金 資 産 176,731
そ の 他 の 流 動 資 産 20,146 長 期 借 入 金 3,252,560

長 期 繰 延 税 金 負 債 57,141
退 職 給 付 引 当 金 764,284
そ の 他 の 固 定 負 債 600固 定 資 産 12,970,849
負 債 合 計 5,432,937鋼索鉄道事業固定資産 1,416,996

普通索道事業固定資産 1,067,021
（資 本 の 部）無軌条電車事業固定資産 1,165,968

資 本 金 4,160,000自動車事業固定資産 397,506
資 本 剰 余 金 422構内販売その他事業固定資産 1,988,698

ホテル事業固定資産 1,199,079 そ の 他 資 本 剰 余 金 422
各事業関連固定資産 2,392,123 自 己株式処分差益 422

利 益 剰 余 金 3,774,352そ の 他 の 固 定 資 産 17,545
投 資 そ の 他 の 資 産 3,325,910 利 益 準 備 金 386,395
子 会 社 株 式 705,000 別 途 積 立 金 2,800,000
投 資 有 価 証 券 1,992,959 当 期 未 処 分 利 益 587,957

株 式 等評価 差額金 935,946出 資 金 1,680
自 己 株 式 △9,163長 期 貸 付 金 17,619

資 本 合 計 8,861,558そ の 他 の 投 資 等 608,651

資 産 合 計 14,294,496 負債・資本合計 14,294,496

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２．有形固定資産の減価償却累計額 19,963,272千円
３．事 業 用 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産 9,571,120千円

土 地 2,614,964千円
建 物 4,024,937千円
構 築 物 1,617,435千円
車 両 495,537千円
そ の 他 818,245千円

無 形 固 定 資 産 73,819千円

４．担 保 に 供 し て い る 資 産 鋼索鉄道事業固定資産 1,384,431千円
普通索道事業固定資産 579,693千円

1,165,249千円無軌条電車事業固定資産
自動車事業固定資産 311,187千円

1,811,058千円構内販売その他事業固定資産
ホテル事業固定資産 1,126,522千円
各事業関連固定資産 1,610,050千円
投 資 有 価 証 券 1,040,000千円

５．子会社に対する短期金銭債権残高 12,654千円
長期金銭債権残高 36,668千円
短期金銭債務残高 13,519千円

６．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は935,946千円で
あります。
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損 益 計 算 書
平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで

科 目 金 額

千円 千円経 常 損 益 の 部
(営 業 損 益 の 部)
鋼 索 鉄 道 事 業

営 業 収 益 659,589
営 業 費 720,127
営 業 損 失 60,538

普 通 索 道 事 業
営 業 収 益 796,525
営 業 費 671,117
営 業 利 益 125,407

無 軌 条 電 車 事 業
営 業 収 益 1,265,822
営 業 費 916,800
営 業 利 益 349,022

自 動 車 事 業
営 業 収 益 287,391
営 業 費 420,680
営 業 損 失 133,289

構内販売その他事業
営 業 収 益 789,662
営 業 費 751,544
営 業 利 益 38,118

ホ テ ル 事 業
営 業 収 益 670,578
営 業 費 982,261
営 業 損 失 311,683

全 事 業 営 業 利 益 7,036
(営 業 外 損 益 の 部)
営 業 外 収 益

受取利息・受取配当金 21,311
そ の 他 の 収 益 38,225 59,537

営 業 外 費 用
支 払 利 息 58,690
そ の 他 の 費 用 678 59,368

経 常 利 益 7,204
特 別 損 益 の 部

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 350,000
減 損 損 失 198,019
貸 倒 損 失 2,493
役 員 退 職 慰 労 金 12,700 563,212

税 引 前 当 期 純 損 失 556,007
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,000
法 人 税 等 調 整 額 △ 110,867
当 期 純 損 失 449,140
前 期 繰 越 利 益 571,989
合 併 引 継 当 期 未 処 分 利 益 465,107
当 期 未 処 分 利 益 587,957

(注)１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２．営 業 収 益 4,469,569千円
３．営 業 費 4,462,533千円

運送営業費及び売上原価 2,463,444千円 販売費及び一般管理費 1,354,674千円
諸 税 82,935千円 減 価 償 却 費 561,478千円

４．１株当たりの当期純損失 51円2銭
５．子会社との間の取引高 売上高 49,361千円

仕入高 225,300千円
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．減損損失６

当社は、当営業年度において以下の資産について減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 減損損失

長野県大町市 遊休資産 土地等 131,548千円

富山県黒部市 取り壊し資産 建物、構築物等 66,470千円

当社は、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループ別にグルーピン

グを行っております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産などは、個別の資産グループ

として取り扱っております。

市場価格の著しい下落により、遊休資産に区分されている土地等、将来の使用が見込まれず取り壊

しを予定している資産について、減損損失を認識いたしました。

遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しております。また取り壊しの資産につきまし

ては、回収可能価額を零としております。

重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の ………………… 期末日の市場価格等にもとづく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理しております ）。

時 価 の な い も の ………………… 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 ……………………………… 先入先出法にもとづく原価法

飲 食 材 料 品 ……………………………… 同 上

貯 蔵 品 ……………………………… 同 上

３．固定資産の減価償却方法

有 形 固 定 資 産

鋼 索 鉄 道 事 業 固 定 資 産 ………………… 定 率 法

普 通 索 道 事 業 固 定 資 産 ………………… 同 上

無軌条電車事業固定資産 ………………… 同 上

自 動 車 事 業 固 定 資 産 ………………… 同 上

構内販売その他事業固定資産 ………………… 同 上

※ただし弥陀ケ原ホテルにかかる固定資産については定額法

ホ テ ル 事 業 固 定 資 産 ………………… 定 率 法

各 事 業 関 連 固 定 資 産 ………………… 同 上

無 形 固 定 資 産 ……………………………… 定 額 法

４．引当金の計上方法

(１)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(２)退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給相当額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異の取扱いについては、１５年による均等額を費用処理しております。

５．消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

会計方針の変更
当期から固定資産の減損に係る会計基準（ 固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計「 」

審議会 平成１４年８月９日 ）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針 （企業会計基準適用指針第６） 」
号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これにより、税引前当期純損失が198,019千円増加してお
ります。なお減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。
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利 益 処 分

科 目 金 額

円 円

当 期 未 処 分 利 益 ５８７,９５７,２８４

利 益 処 分 額 ２５５,３１０,８８０

利 益 準 備 金 ２３,２１０,０８０

配 当 金 ２３２,１００,８００

（１株につき２５円）

次 期 繰 越 利 益 ３３２,６４６,４０４
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）（ご参考

立山黒部貫光と立山開発鉄道の営業成績の合算数値

平成16年度 平成17年度(当期) 前年比区 分

千円 千円 ％
鋼 索 鉄 道 事 業

営 業 収 益 1,023,721 1,005,505 98

営 業 費 952,175 994,215 104

営 業 利 益 71,546 11,290 16

普 通 索 道 事 業

営 業 収 益 796,021 796,525 100

営 業 費 645,596 671,117 104

営 業 利 益 150,425 125,407 83

無 軌 条 電 車 事 業

営 業 収 益 1,262,458 1,265,822 100

営 業 費 914,085 916,800 100

営 業 利 益 348,372 349,022 100

自 動 車 事 業

営 業 収 益 1,158,071 1,126,929 97

営 業 費 922,924 983,631 107

営 業 利 益 235,147 143,297 61

構内販売その他事業

営 業 収 益 1,124,543 1,108,766 99

営 業 費 1,168,705 1,129,985 97

営 業 損 失 44,162 21,219 －

ホ テ ル 事 業

営 業 収 益 750,699 670,578 89

営 業 費 1,020,098 982,261 96

営 業 損 失 269,399 311,683 －

491,930 296,114 60営 業 利 益

464,773 279,722 60経 常 利 益

（注）立山開発鉄道の業績は、当期は上期の業績、平成１６年度は年間の業績を

合算しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

平成１８年３月３１日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 1,943,165 流 動 負 債 1,870,099

現 金 及 び 預 金 1,301,627 支払手形及び買掛金 201,213

売 掛 金 138,541 短 期 借 入 金 1,355,720

た な 卸 資 産 168,251 未 払 消 費 税 等 9,352

繰 延 税 金 資 産 199,192 未 払 法 人 税 等 8,032

そ の 他 135,553 賞 与 引 当 金 162,673

そ の 他 133,107

固 定 資 産 13,799,411

固 定 負 債 4,668,984有 形 固 定 資 産 10,978,784

建 物 及 び 構 築 物 6,816,575 長 期 借 入 金 3,450,560

機械装置及び運搬具 1,192,498 繰 延 税 金 負 債 57,141

土 地 2,734,037 退 職 給 付 引 当 金 1,015,142

そ の 他 235,673 連 結 調 整 勘 定 146,140

負 債 合 計 6,539,084

無 形 固 定 資 産 91,214

（少数株主持分）ソ フ ト ウ ェ ア 55,974

少 数 株 主 持 分 309,646そ の 他 35,239

（資 本 の 部）投 資 そ の 他 の 資 産 2,729,411

資 本 金 4,160,000投 資 有 価 証 券 2,044,157

資 本 剰 余 金 422長 期 貸 付 金 18,279

利 益 剰 余 金 4,000,638繰 延 税 金 資 産 92,361

株 式 等評価 差額金 970,975そ の 他 574,613

自 己 株 式 △ 238,190

資 本 合 計 8,893,845

資 産 合 計 15,742,576 15,742,576負債・少数株主持分及び資本合計

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 24,244,902千円

３．担 保 に 供 し て い る 資 産 建 物 及 び 構 築 物 6,406,939千円

機械装置及び運搬具 637,633千円

土 地 2,002,553千円

107,255千円その他の事業用固定資産

投 資 有 価 証 券 1,040,000千円

合 計 10,194,382千円
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連 結 損 益 計 算 書

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで

科 目 金 額

千円 千円経 常 損 益 の 部

(営 業 損 益 の 部)

営 業 収 益 6,590,456

営 業 費 用

3,307,723運輸業等営業費及び売上原価
販売費及び一般管理費 3,317,998 6,625,722

営 業 損 失 35,265

(営 業 外 損 益 の 部)

営 業 外 収 益

受取利息・受取配当金 19,629

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 3,303

そ の 他 の 収 益 36,982 59,914

営 業 外 費 用

支 払 利 息 66,148

持 分 法による投資損失 57,040

そ の 他 の 費 用 689 123,879

経 常 損 失 99,230

特 別 損 益 の 部

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 429 429

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,295

固 定 資 産 売 却 損 116

投 資 有 価 証 券 評 価 損 350,000

減 損 損 失 198,019

貸 倒 損 失 2,493

役 員 退 職 慰 労 金 14,200 567,124

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 665,925

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,702

法 人 税 等 調 整 額 △ 129,595

少 数 株 主 利 益 40,176

当 期 純 損 失 582,208

(注) １．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たりの当期純損失 67円85銭

３．減損損失

当社グループは、当連結会計年度において以下の資産について減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 減損損失

長野県大町市 遊休資産 土地等 131,548千円

富山県黒部市 取り壊し資産 建物、構築物等 66,470千円

当社グループは、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループ別

にグルーピングを行っております。ただし将来の使用が見込まれていない遊休資産などは、個別

の資産グループとして取り扱っております。

市場価格の著しい下落により、遊休資産に区分されている土地等、将来の使用が見込まれず取

り壊しを予定している資産について、減損損失を認識いたしました。

遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しております。また取り壊しの資産につき

ましては、回収可能価額を零としております。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
(１) 連 結 子 法 人 等 の 数 …………… ２社

立山貫光ターミナル株式会社、立山黒部サービス株式会社

２．持分法の適用に関する事項
(１) 持分法を適用した関連会社の数 …………… １社

粟巣野観光開発株式会社
なお、粟巣野観光開発株式会社は、当連結決算期に株式の取得を行い、関連会社に該当するこ

ととなったため、持分法を適用した関連会社に含めてあります。
前期の連結決算期に持分法を適用した立山開発鉄道株式会社については、当連結決算期に当社

と合併したため、持分法の適用から除外しております。

(２) 株式会社宇奈月国際会館及び富山地鉄自動車整備株式会社については、自己の計算において議決
権の２０％以上を所有しておりますが、同社の財務及び営業の方針の決定に対し重要な影響を有し
ていないため、関連会社から除外しております。

３．連結子法人等の事業年度に関する事項
連結子法人等の事業年度末日は、連結決算日と同一であります。

４．重要な会計方針
(１) 資産の評価基準及び評価の方法
(イ) 有 価 証 券

その他有価証券
時価のあるもの ……………… 市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法によっております ）。
時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法

(ロ) 棚 卸 資 産
先入先出法による原価法によっております。

(２) 固定資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産

当社及び立山黒部サービス株式会社
定率法によっております。

立山貫光ターミナル株式会社
建物（附属設備を含む）及び構築物については定率法、それ以外については定額法

によっております。
(ロ) 無形固定資産

定額法によっています。
なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

(３) 重要な引当金の計上の方法
(イ) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
(ロ) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額相当額を計上しております。
。なお､会計基準変更時差異の取扱いについては､１５年による均等額を費用処理しております

（４）連結調整勘定の償却の方法
２０年間で均等償却をしております。

(５) 消費税等の会計処理の方法
税抜方式によっております。

５．連結子法人等の資産及び負債の評価の方法に関する事項
全面時価評価法によっております。

会計方針の変更
当連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準（ 固定資産の減損に係る会計基準の設定に「

関する意見書 （企業会計審議会 平成14年８月９日 ）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適」 ）
用指針 （企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税」
金等調整前純損失は198,019千円増加しております。
なお減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。
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株 式 メ モ

○ 事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで

○ 定 時 株 主 総 会 ６月

○ 配当金受領株主確定日 ３月３１日

○ 公 告 掲 載 新 聞 北日本新聞

○ 単 元 株 式 数 １００株

○ 株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

日本証券代行株式会社

○ 同 事 務 取 扱 場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

日本証券代行株式会社 本店

○ 同 取 次 所 日本証券代行株式会社 各支店

１３７－８６５０○ お 問 合 せ ・ 送 付 先 〒

東京都江東区塩浜二丁目８番１８号

日本証券代行株式会社 代理人部

０１２０－７０７－８４２（住所変更等用紙のご請求）

０１２０－７０７－８４３（その他のご照会先）

単元未満株式買取・買増制度のご案内

当社は、単元未満株式（１００株未満）をご所有の株主の皆様のご便宜を図るため、

単元未満株式の買取および買増制度を行っております。

＜単元未満株式の買取り＞

株主様がお持ちになっている単元未満株式を、当社が買い取らせていただきます。

＜単元未満株式の買増し＞

株主様がお持ちになっている単元未満株式と合わせて１単元（１００株）となる

株式を当社が株主様に売却いたします。

お手続きの詳細につきましては、上記 までお問い合わせください。日本証券代行 代理人部

旧「立山開発鉄道株式会社」株券をお持ちの株主様へ

当社では､合併により消滅した立山開発鉄道株式会社の株券と､当社株券との引換え

を行っております。まだ引換えのお済みでない株主様は、新株券との引換えをお願い

申しあげます。

なお、引換えのお手続きにつきましては、上記 までお問い合日本証券代行代理人部

わせください。
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株主優待基準

平成18年３月31日現在の株主名簿に記載された株主の皆様に、その所有株数に応

じて、次の基準により株主優待乗車券ならびに株主優待乗車証を発行いたしており

ます。

【 優 待 基 準 】

ご所有株式数 優待乗車券・優待乗車証 通用区間 発行枚数

１００株 ～ １５０株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 ２枚

１５０株 ～ ３００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 ３枚

優待乗車券(片 道) 立 山～室 堂 １枚
３００株 ～ ４００株未満

優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ２枚

４００株 ～ ６００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ４枚

６００株 ～ ８００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ６枚

８００株 ～ １,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ８枚

１,０００株 ～ ２,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 １０枚

２,０００株 ～ ３,０００株未満 優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ２０枚

優待乗車券(片 道) 立 山～黒部湖 ３０枚
３,０００株以上

優待乗車証(記名式) 立 山～黒部湖 １枚

【 優待有効期間 】

平成１８年１１月末日まで



 




